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○反対語の使用について

前年比、実数・・・・増加、減少（ただし、同一文中に増加、減少の語がある場合

増、減）

前年差・・・・・・・拡大、縮小

比較・・・・・・・・上回る、下回る

○前年比0.0の場合の表現・国年報では前年と同水準と表現されているため従った。

○前年比較の表現・・・・ 「～年ぶり」の表現をやめ、前年との比較のみとした。



ま え が き

毎月勤労統計調査は、賃金、労働時間及び雇用の変動を明らかにする

ことを目的に、統計法に基づく基幹統計調査として実施されるものです。

調査結果は、経済動向などの景気判断や、最低賃金や社会保障制度の

検討の際に基礎資料として使われるなど、各方面において広く利用され

ています。

この報告書は、県内で５人以上の常用労働者を雇用している事業所（抽

出による指定事業所）を対象として、平成２０年に行った調査結果を取

りまとめたものです。

月報として公表しております「毎月勤労統計調査地方調査月報」に併

せて御活用いただければ幸いです。

最後に、この調査の実施に当たり格別の御協力をいただきました調査

対象事業所並びに調査関係者の方々に対し厚くお礼申し上げます。

平成２１年１１月

島根県政策企画局長 今 井 康 雄
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毎月勤労統計調査地方調査の概要
１ 調査の目的

この調査は、統計法に基づく基幹統計で、島根県における賃金、労働時間及び雇用について、毎

月の変動を明らかにすることを目的としている。

２ 調査の対象と方法

この調査は、日本標準産業分類に基づく鉱業、建設業、製造業、電気・ガス・熱供給・水道業、

情報通信業、運輸業、卸売・小売業、金融・保険業、不動産業、飲食店，宿泊業、医療，福祉、教

育，学習支援業、複合サービス事業及びサービス業（他に分類されないもの）（家事サービス業及び

外国公務を除く。）に属する、常用労働者5人以上の事業所（民営、官営及び公営）のうち、厚生労

働大臣の指定する約500事業所について行う標本調査である。

標本設計は、常用労働者1人平均月間きまって支給する給与の標本誤差率が、産業、事業所規模別

に一定の範囲内となるように行っている。

標本事業所の抽出方法及び調査の実施方法は、次のとおりである。

（１）常用労働者を常時30人以上雇用する事業所(｢第一種事業所｣という。)は、平成18年事業所・

企業統計調査の結果を用いて全事業所のリストを作成し、これを産業、規模別に区分し、各区

分から合計して約230事業所を抽出する。調査の実施方法は、事業所の申告による通信調査であ

る。

（２）常用労働者を常時5～29人雇用する事業所(｢第二種事業所｣という。)は、事業所・企業統計調

査から毎月勤労統計調査基本調査区を設定し、そこから抽出した27区について5～29人規模事業

所の名簿を作成し、その名簿から約270事業所を抽出する二段抽出の方法によって抽出している。

調査の実施方法は、統計調査員による実地調査である。

３ 主要調査事項の定義

(１) 現金給与額

現金給与額とは､所得税､社会保険料､組合費､購買代金等を差し引く前の総額のことである。

ア.「現金給与総額」とは、「きまって支給する給与」と「特別に支払われた給与」の合計額である。

イ.「きまって支給する給与」とは、労働契約、団体協約あるいは事業所の給与規則等によってあ

らかじめ定められている支給条件や算定方法によって支給される給与のことであって、超過労

働給与を含む。

ウ.「所定内給与」とは、「きまって支給する給与」から「所定外給与」を除いたものをいう。

エ.「所定外給与」（超過労働給与）とは、所定の労働時間を超える労働に対して支給される給与や

休日労働・深夜労働に対して支給される給与のことであり、時間外手当、早朝出勤手当、休日

出勤手当、深夜手当等である。

オ.「特別に支払われた給与」とは、調査期間中に一時的又は突発的理由に基づいて、あらかじめ

定められた契約や規則等によらないで支払われた給与や、あらかじめ支給条件・算定方法が定

められていても、その給与の算定が3カ月を超える期間ごとに行われるものをいう。

また、夏季、年末賞与等のようにあらかじめ支給条件は決められているが、その額の算定方法

が決定されていないものや、結婚手当等の支給条件、支給額が労働契約等によってあらかじめ確

定していても非常にまれに支給されたり支給事由の発生が不確定なものも含める。
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(２) 実労働時間数

実労働時間数は、調査期間中に労働者が実際に労働した時間数のことである。休憩時間は、給

与が支給されると否とにかかわらず除かれるが、鉱業の坑内夫の休憩時間や、いわゆる手待時間

は含める。本来の職務外として行われる宿日直の時間は含めない。

ア.「総実労働時間数」とは、「所定内労働時間数」と「所定外労働時間数」との合計である。

イ.「所定内労働時間数」とは、事業所の就業規則で定められた正規の始業時刻と終業時刻との間

の実労働時間数のことである。

ウ.「所定外労働時間数」とは、早出、残業、臨時の呼び出し、休日出勤等の実労働時間数のこと

である。

(３) 出勤日数

出勤日数は、調査期間中に労働者が実際に出勤した日数のことである。有給であっても事業所

に出勤しない日は出勤日にはならないが、午前0時から午後12時までの間の1時間でも就業すれば

出勤日とする。

(４) 常用労働者

「常用労働者」とは、次のうちいずれかに該当する労働者のことである。

ア．期間を定めず、又は1カ月を超える期間を定めて雇われている者

イ．日々又は1カ月以内の期間を限って雇われている者のうち、前2カ月にそれぞれ18日以上雇われ

た者

ウ．重役、理事などの役員のうち、常時勤務して毎月給与の支払を受けている者

エ．事業主の家族でその事業所に働いている者のうち、常時勤務して毎月給与の支払を受けている

者

(５) 一般労働者・パートタイム労働者

「一般労働者とは「常用労働者」のうち「パートタイム労働者」でない者のことをいう。

｢パートタイム労働者」とは､常用労働者のうち次のいずれかに該当する労働者のことである。

ア.1日の所定労働時間が一般の労働者よりも短い者

イ.1日の所定労働時間が一般の労働者と同じで、1週の所定労働日数が一般の労働者よりも短い者。

４ 調査結果の算定

この調査の数値は、調査事業所からの報告を基にして、本県の事業所規模5人以上のすべての事業

所に対応する数値を推定したものである。

５ 調査結果から作成される指数

平成17年平均を基準値として、「事業所規模5人以上」及び「事業所規模30人以上」の集計区分 に

おいて次の指数を算定している。

(１) 賃金指数

賃金指数には、名目賃金指数と実質賃金指数がある。名目賃金指数には、現金給与総額指数、

きまって支給する給与指数及び所定内給与指数の3種類がある。また、実質賃金指数は、賃金購買

力（実質賃金）を指数化したもので、名目賃金指数を消費者物価指数（松江市における持家の帰

属家賃を除く総合）で除したものである。

(２) 労働時間指数
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労働時間指数は、常用労働者の月間の労働時間を指数化したもので、総実労働時間指数、所定

内労働時間指数及び所定外労働時間指数の3種類がある。

(３) 常用雇用指数

常用雇用指数は、毎月の本月末推計常用労働者数を指数化したものである。

(４) 労働異動率

労働異動率は、常用労働者の月間の増加労働者数（採用､転勤､社内異動､長欠者の復職等）、あ

るいは減少労働者数（解雇､退職､転勤､社内異動､長欠で無給者等)の前月末常用労働者数に対する

100分比で、それぞれ入職率と離職率としている。

(５) パートタイム労働者比率

パートタイム労働者比率は、毎月の月末推計常用労働者数に占めるパートタイム労働者数の割

合の100分比である。

６ 算式

(１) 年平均実数

1月から12月までの実数の合計
年 平 均 ＝

（1月から12月までの前月末常用労働者数の合計＋1月から12月までの本月末常用労働者数の合計）÷2

(２) 指数の算式 〔指数は､小数点以下第2位を四捨五入して小数点以下第1位まで求める｡〕

各月の調査結果の実数
イ 各月の指数 ＝ × 100

基準数値

各月の名目賃金指数
ロ 各月の実質賃金指数 ＝ × 100

各月の消費者物価指数

当月の指数
ハ 対前年同月増減率 ＝（ －1 ） × 100

前年同月の指数

ニ 年平均指数

1月から12月までの各月の指数の合計
年平均 ＝

12

（1月から12月までの各月の名目賃金指数の合計）÷12
年平均実質賃金指数 ＝ × 100

（1月から12月までの各月の消費者物価指数の合計）÷12

７ その他

特別調査は、全国調査及び地方調査を補完するものとして、厚生労働大臣が指定する地域(36調査

区)に所在する調査対象の産業に属する事業所のうち、規模1～4人のものについて､年1回､統計調査員

による実地他計方式により実施している。
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ご利用にあたって

(１)調査対象事業所の抽出替えに伴うギャップ修正について

事業所規模30人以上は、事業所・企業統計調査の結果を用いて、原則として3年ごとに調査対象

事業所の抽出替えを行っています。

この抽出替えによって新旧両調査結果に若干のギャップが生ずるので、指数については、抽出

替え時において既存の指数を時系列的連続性が保たれるように、修正（ギャップ修正）を行って

います。ただし、実数については修正をしていませんので、時系列比較をする場合には原則とし

て指数を用いてください。最近では平成21年1月分調査で行った抽出替えに伴って、過去に遡って

指数を改訂しました。前年比などの増減率も、指数により算出しています（このギャップ修正の

ため、抽出替えの前後の年においては、実数の動きと指数の動きが逆になる場合があります）。ま

た、指数及び増減率は、前述のギャップ修正により、将来改訂されることがあります。

事業所規模5～29人は、6カ月ごと（1月、7月）に三分の1ずつ抽出替えを行っておりますが、これ

に伴う修正等は行っておりませんので、事業所規模5人以上の事業所に関する数値につきましては

時系列比較に注意が必要です。

(２)指数の基準時について

指数は、平成17年を基準時（平成17年＝100）としています。なお、5年に一度、基準時が更新

され、作成している指数の全期間にわたって改訂が行われます。

(３)日本標準産業分類の改訂に伴う旧産業分類との接続状況について（別表1，2参照）

日本標準産業分類の改訂（平成14年3月）に伴い、平成17年1月分調査から新しい産業分類に基

づき結果を表章（公表）しています。旧産業分類との接続状況は、別表1のとおりです。ただし、

鉱業、不動産業及び電気・ガス・熱供給・水道業は、調査事業所数が僅少のため公表していませ

んが、調査産業計には含まれています。

旧産業分類と産業の範囲が接続する産業（別表1において、旧産業との接続欄が◎の産業、大分

類のみ。）は、指数を作成し、また旧産業分類と産業の範囲としては厳密には接続しない産業（同

△の産業）については、新産業分類に基づく再集計結果の平成16年平均が旧産業分類に基づく集

計結果の平成16年平均と一致するように指数の修正を行い、時系列比較ができるようになってい

ます。旧産業分類と接続する産業がない産業（同×の産業）については、指数を作成できないた

め、前年との比較を可能とするために、平成16年の各月分の実数のみ新産業分類に基づく再集計

を行いました。そのため、対前年増減率や対前年差は、実数により算出しています。（新産業分類

改訂時の集計結果等の取扱いについては、別表2のとおりです。）

(４) この報告書において、符号の用法は次のとおりです。

「―」……該当がないもの

「▲」……減又はマイナス

「×」……秘匿としたもの

(５) この報告書にないデータについては、統計調査課にお問い合わせください。



ＴＬ 調 査 産 業 計 △ ＴＬ 調 査 産 業 計
Ｄ 鉱 業 ◎ Ｄ 鉱 業
Ｅ 建 設 業 ◎ Ｅ 建 設 業
Ｆ 製 造 業 △ Ｆ 製 造 業

09･10  食料品､飲料･たばこ･飼料製造業 ×
12　　 衣服・その他の繊維製品製造業 ◎ 15　　 衣服・その他の繊維製品製造業
13　　 木材・木製品製造業（家具を除く） ◎ 16　　 木材・木製品製造業（家具を除く）
22　　 窯業・土石製品製造業 ◎ 25　　 窯業・土石製品製造業
23　　 鉄鋼業 ◎ 26　　 鉄鋼業
26　　 一般機械器具製造業 ×
27　　 電気機械器具製造業 ×
29     電子部品・デバイス製造業 ×
30　　 輸送用機械器具製造業 ◎ 30　　 輸送用機械器具製造業
　　　 その他*2 ×

Ｇ 電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 ◎ Ｇ 電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業
Ｈ 情 報 通 信 業 ×
Ｉ 運 輸 業 ×
Ｊ 卸 売 ・ 小 売 業 ×
Ｋ 金 融 ・ 保 険 業 ×
Ｌ 不 動 産 業 ×
Ｍ 飲 食 店 ， 宿 泊 業 ×
Ｎ 医 療 ， 福 祉 ×
Ｏ 教 育 ， 学 習 支 援 業 ×
Ｐ 複 合 サ ー ビ ス 事 業 ×
Ｑ サ ー ビ ス 業 ×

80　　 専門サービス業(他に分類されないもの) ×
84　　 娯楽業 ×
　　　 その他*2 ×

（注） *1　「旧産業との接続」欄の符号は、以下のとおりです。
　「◎」…　旧産業と接続する産業
　「△」…　旧産業と産業の範囲としては厳密には接続しないが、接続処理を行う産業
　「×」…　旧産業とは接続する産業がない産業
*2　製造業及びサービス業の中分類「その他」は、別掲されないものを一括したものです。　

中
分
類

大 分 類
旧産業との
接　続*1

　別表１　　　　　　　　　　　　毎月勤労統計調査地方調査　表章産業接続表

中
　
　
分
　
　
類

中
　
　
分
　
　
類

表章産業（新産業分類）
大 分 類

平成16年までの産業分類（旧産業分類）
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→H14.3改訂新産業分類適用

平成16年１月分
～平成16年12月分　

完全接続産業 実数 2) 旧産業集計 新産業集計

別表1におい 旧産業集計 旧産業の基準数値により

て◎ 指数化

（建設業） 旧産業集計 指数により算出

旧産業集計 新産業（旧産業）集計か

ら算出

新設産業 実数 2) 新産業分類に基づく再集 新産業集計

計結果

別表1におい なし なし

て×

なし 再集計結果と比較して

算出

前年差 なし 再集計結果から算出

接続処理を行 実数 2) 旧産業集計 新産業集計

う産業 （新産業分類に基づく再

集計結果は参考値）

旧産業の基準数値を新旧 旧産業の基準数値を新旧

別表1におい 産業の平成16年平均結果 産業の平成16年平均結果

て△ によって補正した基準数 によって補正した基準数

（調査産業計 値にて指数の接続を図る 値にて指数の接続を図る

　・製造業） （旧産業の結果を新産業

の結果に修正する）

旧産業集計 指数により算出

（修正しない）

旧産業集計 再集計結果から算出

（修正しない）

注1） 　本表は、新産業分類の大分類における集計結果の取扱いをまとめたものであり、製造業における
中分類で完全接続産業であっても、表には当てはまりません。当該産業は、指数を作成しておらず、
前年比、前年差についても算出していません。

注2） 　旧産業と新産業の実数については、本表のとおり集計しています。

旧産業集計

なし

なし

別表２　
毎月勤労統計調査地方調査産業分類改訂時の集計結果等の取扱い

～平成15年12月分 平成17年１月分～12月分

指数

前年比

前年差

前年差

指数

前年比

指数

前年比
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　常用労働者1人平均月間現金給与総額の調査産業計は271,979円で、前年比1.8％の減となった。
　産業別にみると、11の産業区分のうち、複合サービス事業（8.9％）、卸売・小売業（4.3％）、
運輸業（3.8％）など6産業で増加となり、教育,学習支援業（▲8.6％）、建設業（▲8.1％）、医
療,福祉（▲5.3％）など5産業で減少となった。
　物価上昇分※を差し引いた実質賃金指数は、調査産業計で96.1となり、前年比3.3％の減となった。
（表1、図1・2） ※消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合・松江市）は101.9

超過労働
給　与

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円 円

建 設 業 291,800 ▲ 8.1 265,737 ▲ 3.8 250,778 ▲ 4.4 14,959 26,063 ▲ 15,951

製 造 業 267,150 1.7 225,791 2.6 205,225 4.4 20,566 41,359 ▲ 2,274

情 報 通 信 業 361,951 2.2 294,846 3.1 275,175 2.8 19,671 67,105 1,290

運 輸 業 255,510 3.8 235,314 5.3 202,579 5.5 32,735 20,196 ▲ 2,737

卸 売 ・ 小 売 業 207,170 4.3 182,062 3.6 176,273 3.9 5,789 25,108 2,225

金 融 ・ 保 険 業 404,477 ▲ 1.1 312,519 0.0 298,231 2.9 14,288 91,958 ▲ 2,427

飲 食 店 , 宿 泊 業 144,784 0.4 135,853 ▲ 1.1 134,564 0.4 1,289 8,931 2,260

医 療 , 福 祉 288,237 ▲ 5.3 237,375 ▲ 3.3 223,035 ▲ 3.0 14,340 50,862 ▲ 6,598

教育,学習支援業 400,367 ▲ 8.6 310,345 ▲ 5.5 306,221 ▲ 5.9 4,124 90,022 ▲ 18,710

複合サービス事業 317,791 8.9 238,514 4.2 230,126 5.2 8,388 79,277 14,212

サ ー ビ ス 業 251,320 ▲ 2.3 215,551 ▲ 2.7 205,166 ▲ 2.0 10,385 35,769 602
注）対前年増減率は指数をもとに算出しているため、実数で計算した場合と必ずしも一致しない。

Ⅰ　事業所規模５人以上の概要

（１）現金給与総額

表1　産業別常用労働者1人平均月間現金給与額

　　（事業所規模5人以上・平成20年平均）

１　賃　　金

230,079 ▲ 0.6

産　　業

現金給与総額
きまって支給する

給　　与

金　額
対前年
増減率

金　額

271,979 ▲ 1.8

所定内給与

対前年差金　額 金　額
対前年
増減率

金　額
対前年
増減率

　特別に支払われた
給　　与

▲ 3,161216,881 41,900▲ 0.1 13,198調 査 産 業 計

図1　　産業別常用労働者1人平均月間現金給与額
       （事業所規模5人以上・平成20年平均）
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図2　現金給与総額の対前年比及び賃金指数の推移（調査産業計）

　きまって支給する給与の調査産業計は230,079
円で、前年比0.6％の減となった。
　産業別にみると、運輸業（5.3％）、複合サー
ビス事業（4.2％）、卸売・小売業（3.6％）など
5産業で増加となり、教育,学習支援業（▲5.5％）
建設業（▲3.8％）、医療,福祉（▲3.3％）など
5産業で減少となった。なお、金融・保険業は前
年と同水準であった。（表1、図3）

　所定内給与の調査産業計は216,881円で、前年比0.1％の減となった。
　産業別にみると、運輸業（5.5％）、複合サービス事業（5.2％）など7産業で増加となり、教育,学習
支援業（▲5.9％）、建設業（▲4.4％）など4産業で減少となった。（表1）

（４）超過労働給与
　超過労働給与の調査産業計は、13,198円であった。
　産業別にみると、運輸業が32,735円と最も多く、次いで製造業20,566円、情報通信業19,671円と続き、
飲食店,宿泊業が1,289円と最も少なかった。（表1）

（５）特別に支払われた給与
　特別に支払われた給与の調査産業計は41,900円で、前年と比べて3,161円の減少となった。
　産業別にみると、前年と比べて5産業で増加、6産業で減少し、なかでも金融・保険業が91,958円と最
も多く、次いで教育,学習支援業90,022円、複合サービス事業79,277円と続き、飲食店,宿泊業が8,931
円と最も少なかった。（表1）

（事業所5人以上）平成17年＝100

（３）所定内給与

（２）きまって支給する給与

102.3
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図3　きまって支給する給与の対前年比及び
　 名目賃金指数の推移（調査産業計）
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　現金給与総額の調査産業計を100として産業別に比較すると、6産業が100以上、5産業が100未満となり、
前年までの状況と変化はみられなかった。産業別にみると金融・保険業が148.7と最も高く、次いで教育,

た。（表2、図4）

建 設 業 103.7 101.0 101.6 95.8 95.8 107.6 108.5 115.9 118.1 107.3

製 造 業 83.9 86.8 86.7 89.0 88.2 93.4 97.7 97.3 97.0 98.2

情 報 通 信 業 － － － － － 175.1 163.5 152.2 124.0 133.1

運 輸 業 － － － － － 92.7 90.6 89.8 91.4 93.9

卸 売 ・ 小 売 業 － － － － － 78.3 76.9 79.0 71.4 76.2

金 融 ・ 保 険 業 － － － － － 155.1 122.1 123.9 144.0 148.7

飲 食 店 , 宿 泊 業 － － － － － 57.7 63.0 48.1 51.6 53.2

医 療 , 福 祉 － － － － － 101.2 103.7 105.6 108.0 106.0

教 育 , 学 習 支 援 業 － － － － － 158.3 151.2 147.2 157.3 147.2

複合サービス事業 － － － － － 115.8 112.7 124.7 112.3 116.8

サ ー ビ ス 業 － － － － － 87.3 93.2 95.0 93.3 92.4

注）日本標準産業分類の改訂（平成14年３月）に伴い、平成17年から新しい産業分類に基づき集計を行い、旧分類と接続しな

　い産業については、平成16年分のみ再集計を行っている。そのため、建設業及び製造業以外の産業については、平成15年以

　前のデータがなく「－」と表記している。（利用上の注意（３）参照。）

　本県の現金給与総額を全国を100として比較すると、調査産業計では82.1となり、平成17年以降4年連
続してその差が拡大した。
　産業別にみると、飲食店,宿泊業が101.2とわずかに全国を上回っているが、他の10産業ではいずれも
全国を下回った。特に製造業71.4、卸売・小売業75.7、情報通信業76.1、運輸業76.9などの産業で全国
との差が大きかった。（表3、図5）

（６）産業別の比較

表2　現金給与総額の産業別年次推移（調査産業計(実数)＝100）

（事業所規模5人以上）

１５

（７）全国との比較

１２ ２０年 １７ １８１６１３ １９

図4　現金給与総額の産業別の前年比較（調査産業計＝100）

（事業所規模5人以上・平成19年及び20年）

学習支援業147.2、情報通信業133.1、複合サービス事業116.8と続き、飲食店,宿泊業が53.2と最も低かっ
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、

建 設 業 85.9 83.7 84.2 82.3 91.4 87.1 92.7 89.4 80.3

製 造 業 71.6 73.7 72.8 74.8 75.6 74.5 73.1 71.4 71.4

情 報 通 信 業 － － － － 109.8 99.8 92.2 72.5 76.1

卸 売 ・ 小 売 業 － － － － 88.8 82.9 84.7 73.4 75.7

金 融 ・ 保 険 業 － － － － 95.6 70.9 70.9 78.3 82.3

飲 食 店 , 宿 泊 業 － － － － 122.7 129.2 102.3 100.1 101.2

医 療 , 福 祉 － － － － 92.1 91.7 93.0 92.9 90.0

教育,学習支援業 － － － － 107.9 99.4 98.7 101.7 94.9

複合サービス事業 － － － － 100.4 94.9 103.8 88.2 87.9

サ ー ビ ス 業 － － － － 85.7 87.3 89.1 83.0 80.0

注）日本標準産業分類の改訂（平成14年３月）に伴い、平成17年から新しい産業分類に基づき集計を行い、旧分類と接続しな

　い産業については、平成16年分のみ再集計を行っている。そのため、調査産業計、建設業及び製造業以外の産業については、

　平成15年以前のデータがなく「－」と表記している。（利用上の注意（３）参照。）

　また、製造業についてみると、本県を含む4県で全 83.4 82.1 71.4 71.4

国を下回っており、本県と鳥取県では80を下回った。 83.7 85.0 74.3 76.4

前年と比較すると本県は前年と同水準であった。 98.8 96.9 98.7 97.1

（表4、図6） 100.7 98.9 99.5 100.0

94.3 92.4 98.1 96.5

－

－ －

調 査 産 業 計

１３１２

－

－

－

88.1 89.088.5

76.9

74.9

86.3

１５

85.4

92.5 86.7

１７

表3　現金給与総額の産業別全国比較の年次推移（全国＝100）

（事業所規模5人以上）

１６

82.183.4

１８

91.788.7

１１年

－

79.4 74.0

－

１９ ２０１４

表4　現金給与総額の中国5県の状況

－

（事業所規模5人以上・平成19年及び20年）

運 輸 業 － － 71.9

と、いずれの県も全国を下回っており、本県と鳥取県

（８）中国５県の状況

県　　名

74.8

図5　現金給与総額の産業別全国差の前年比較（全国＝100）

－

　中国5県の現金給与総額を全国を100として比較する

20年

では90を下回った。前年と比較すると、本県をはじめ
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　男女別の現金給与総額の調査産業計は、男332,086円、女199,825円となり、前年と比べ男5,398円、
女4,534円の減少となった。
　産業別にみると、男は複合サービス事業など5産業で増加、教育,学習支援業など6産業で減少となり、
女は情報通信業など6産業で増加、教育,学習支援業など5産業で減少となった。
　また、現金給与総額を全国と比較すると、男は全国420,142円と比較して88,056円、女は全国211,291
円と比較して11,466円それぞれ全国を下回った。
　なお、全国及び本県の男の現金給与総額をそれぞれ100として本県の男女の差を全国と比べると、平成
17年以降は約10ポイント全国より差が小さくなっており、本年は全国50.3に対し本県60.2と9.9ポイント
小さかった。

円 円 円 円 円 円

製 造 業 337,820 ▲ 9,566 167,074 2,660 49.5 450,196 199,343 44.3

情 報 通 信 業 416,984 ▲ 4,761 245,294 10,963 58.8 529,414 312,173 59.0

運 輸 業 267,636 2,918 159,314 3,025 59.5 365,814 185,310 50.7

卸 売 ・ 小 売 業 272,240 11,546 138,269 156 50.8 384,597 161,083 41.9

金 融 ・ 保 険 業 546,722 ▲ 13,765 267,118 ▲ 16,708 48.9 671,995 307,191 45.7

飲 食 店 , 宿 泊 業 211,480 20,375 111,087 1,342 52.5 207,811 98,735 47.5

医 療 , 福 祉 373,270 ▲ 25,687 262,352 ▲ 6,335 70.3 478,800 276,288 57.7

教育,学習支援業 458,445 ▲ 43,090 343,618 ▲ 28,237 75.0 507,556 334,650 65.9

複合サービス事業 374,507 24,560 231,247 ▲ 6,487 61.7 438,460 229,238 52.3

サ ー ビ ス 業 324,715 147 154,345 ▲ 6,996 47.5 394,687 192,712 48.8

男

（９）男女別の比較

島　　　　根　　　　県

表5　現金給与総額の産業別男女別比較

（事業所規模5人以上・平成20年平均）

全　　　　国

産　　　業 男女比較
(男＝100)

女
男女比較
(男＝100)

女

図6　現金給与総額の中国5県の状況（全国＝100）

（事業所規模5人以上）

▲ 40,499 197,442

調 査 産 業 計 50.3

（事業所規模5人以上）　男＝100

211,291

建 設 業 58.2

420,142

64.2 388,184 225,7707,429307,396

▲ 5,398

図7　現金給与総額の男女別比較の推移（調査産業計）
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　一般労働者とパートタイム労働者の現金給与総額は一般労働者319,894円、パートタイム労働者
88,624円となった。一般労働者を100として比較するとパートタイム労働者は27.7となり、前年の26.7

　給与区分別にみると、きまって支給する給与では、一般労働者267,872円、パートタイム労働者
85,456円で、パートタイム労働者は31.9（一般労働者＝100）となった。特別に支払われた給与では、
一般労働者52,022円、パートタイム労働者3,168円で、パートタイム労働者は6.1（一般労働者＝100）
となった。

建設業35.6、飲食店,宿泊業34.8などとなり、最も差が大きかったのは教育,学習支援業15.2であった。
（表6、図8）

産　　　業

円 円 円 円 円 円

調 査 産 業 計 319,894 267,872 52,022 88,624 85,456 3,168 27.7 31.9 6.1

建 設 業 298,296 271,345 26,951 106,097 105,412 685 35.6 38.8 2.5

製 造 業 294,423 246,885 47,538 104,993 100,373 4,620 35.7 40.7 9.7

情 報 通 信 業 368,718 300,042 68,676 79,510 78,000 1,510 21.6 26.0 2.2

運 輸 業 272,523 250,443 22,080 84,087 82,874 1,213 30.9 33.1 5.5

卸 売 ・ 小 売 業 292,180 252,155 40,025 88,989 84,618 4,371 30.5 33.6 10.9

金 融 ・ 保 険 業 410,879 316,949 93,930 127,016 120,534 6,482 30.9 38.0 6.9

複合サービス事業 333,762 249,446 84,316 73,373 71,213 2,160 22.0 28.5 2.6

サ ー ビ ス 業 307,537 260,398 47,139 80,534 79,307 1,227 26.2 30.5 2.6

図8　パートタイム労働者の現金給与額の推移（調査産業計）

（事業所規模5人以上・一般労働者＝100）

375 34.8 37.9 2.0

  また、パートタイム労働者の現金給与総額を一般労働者を100として産業別にみると、製造業35.7、

飲 食 店 , 宿 泊 業 221,806 203,117 18,689 77,255 76,880

一 般 労 働 者 パートタイム労働者

（10）就業形態別の比較

から1.0ポイント差が縮小した。

比較(一般労働者＝100）

表6　現金給与額の産業別就業形態別比較

（事業所規模5人以上・平成20年平均）
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0.4
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　常用労働者1人平均月間総実労働時間の調査産業計は152.1時間で、前年比0.4％の減となった。
　産業別にみると、運輸業の182.1時間が最も長く、次いで建設業の170.6時間、製造業の164.4時間な
どと続いており、飲食店,宿泊業の124.0時間が最も短かかった。
　前年と比較すると、医療,福祉（3.4％）、情報通信業（3.2％）など5産業で増加となり、飲食店,宿
泊業（▲6.2％）、サービス業（▲5.2％）など6産業で減少となった。
　なお、平均月間総実労働時間に12月を乗じた年間総実労働時間は1,825.2時間となった。
（表7、図9・10）

時間 ％ 時間 ％ 時間 ％ 日 日

調 査 産 業 計 152.1 ▲ 0.4 144.2 ▲ 0.3 7.9 ▲ 1.6 20.0 ▲ 0.2

建 設 業 170.6 0.6 159.4 ▲ 1.7 11.2 47.3 21.2 0.3

製 造 業 164.4 ▲ 0.2 151.6 0.3 12.8 ▲ 1.4 20.2 ▲ 0.1

情 報 通 信 業 154.9 3.2 146.1 2.3 8.8 15.8 19.9 0.1

運 輸 業 182.1 1.1 158.2 1.7 23.9 ▲ 2.9 21.5 0.8

卸 売 ・ 小 売 業 141.3 2.2 136.7 2.0 4.6 4.6 20.2 ▲ 0.6

金 融 ・ 保 険 業 148.9 ▲ 2.9 142.4 ▲ 0.5 6.5 ▲ 37.0 19.3 ▲ 0.1

飲 食 店 , 宿 泊 業 124.0 ▲ 6.2 122.5 ▲ 4.8 1.5 ▲ 57.0 19.8 0.7

医 療 , 福 祉 143.3 3.4 139.9 2.9 3.4 20.2 19.8 ▲ 0.4

教育,学習支援業 141.9 ▲ 2.9 138.8 ▲ 1.9 3.1 ▲ 29.0 18.4 0.1

複合サービス事業 152.9 ▲ 3.6 148.0 ▲ 3.7 4.9 ▲ 0.2 19.7 ▲ 0.9

サ ー ビ ス 業 150.4 ▲ 5.2 142.7 ▲ 5.4 7.7 ▲ 3.0 19.7 ▲ 0.6

図１データ

２　労働時間

所定外労働時間

表7　産業別常用労働者1人平均月間労働時間及び出勤日数

（事業所規模5人以上・平成20年平均）

産　　業

時　間

（１）総実労働時間

出 勤 日 数所定内労働時間

対前年
増減率

総 実 労 働 時 間

時　間 日　数時　間
対前年
増減率

対前年差

      （事業所規模5人以上・平成20年平均）

図9　産業別常用労働者1人平均月間労働時間
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図10　総実労働時間の対前年比及び総実労働時間指数の推移（調査産業計）

　　 所定内労働時間の調査産業計は144.2時間で、前年比0.3％の減となった。
　　 産業別にみると、医療,福祉（2.9％）、情報通信業（2.3％）など5産業で増加となり、
　 サービス業（▲5.4％）、飲食店,宿泊業（▲4.8％）など6産業で減少となった。（表7）

 　　所定外労働時間の調査産業計は7.9時間で、前年比1.6％の減となった。
　 　産業別にみると、建設業（47.3％）、医療,福祉（20.2％）など4産業で増加となり、飲食
   店,宿泊業（▲57.0％）、金融・保険業（▲37.0％）など7産業で減少となった。
　   また、製造業は12.8時間で、前年比1.4％の減となった。（表7、図11）

図11　所定外労働時間の対前年比及び所定外労働時間指数の推移

（事業所規模5人以上）　平成17年＝100　

　   出勤日数の調査産業計は20.0日で、前年と比べて0.2日減少した。
　   産業別にみると、運輸業など5産業で増加､複合サービス事業など6産業で減少となった。(表7)

（事業所規模5人以上）　平成17年＝100　
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　平均月末常用労働者数の調査産業計は227,601人で、前年比0.6％の増となった。
　産業別にみると、製造業42,232人（構成比18.6％）、卸売・小売業41,066人（同18.0％）、医療,福
祉32,667人（同14.4％）、建設業25,968人（同11.4％）などの順となった。前年と比較すると、医療,
福祉（4.3％）、製造業（2.9％）など5産業で増加となり、建設業（▲7.3％）、飲食店,宿泊業（▲2.2
％）など6産業で減少となった。
　また、産業別構成比を全国と比較すると、建設業（本県:11.4％ 全国:6.9％）、医療,福祉（本県:
14.4％ 全国:10.1％）など5産業で全国を上回っており、サービス業（本県:10.1％ 全国:13.4％）、卸
売・小売業（本県:18.0％ 全国:20.6％）など6産業で全国を下回った。（表8、図12・13）

人 ％ ％ 人 ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ％

調 査 産 業 計 227,601 0.6 100.0 47,268 20.8 0.6 100.0 26.1

建 設 業 25,968 ▲ 7.3 11.4 899 3.5 ▲ 0.2 6.9 4.3

製 造 業 42,232 2.9 18.6 6,079 14.4 1.0 19.7 14.0

情 報 通 信 業 2,377 2.4 1.0 56 2.3 ▲ 0.2 3.3 7.6

運 輸 業 11,261 ▲ 0.5 4.9 1,021 9.1 ▲ 2.8 6.0 16.0

卸 売 ・ 小 売 業 41,066 0.1 18.0 17,201 41.9 ▲ 0.6 20.6 41.0

金 融 ・ 保 険 業 8,729 0.6 3.8 205 2.3 0.2 3.2 9.5

飲 食 店 , 宿 泊 業 14,603 ▲ 2.2 6.4 7,807 53.4 0.2 7.3 69.5

医 療 , 福 祉 32,667 4.3 14.4 5,262 16.1 2.2 10.1 26.7

教育,学習支援業 15,886 ▲ 0.2 7.0 2,461 15.5 4.3 6.2 23.6

複合サービス事業 6,786 ▲ 0.6 3.0 419 6.2 ▲ 0.4 1.6 21.0

サ ー ビ ス 業 22,885 ▲ 1.5 10.1 5,695 24.9 1.6 13.4 24.9

３　雇　　用

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ
労働者比率

産　　業
ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ

労働者比率

（１）常用労働者

産業別
構成比率

うちﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ
労働者数

（事業所規模5人以上・平成20年平均）
表8　産業別平均月末常用労働者数

全 国島 根 県

常用労働者数

図12　常用労働者数の産業別構成比（事業所規模5人以上）

対前年
増減率 対前年差

産業別
構成比率

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

建設業 製造業 情報通信業 運輸業 卸売・小売業

島根県

全国

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

金融・保険業 飲食店,宿泊業 医療,福祉 教育,学習支援業 複合サービス事業 サービス業

- 15 -



労働者比率は20.8％となり、前年比0.6ポイントの増となった。
　パートタイム労働者比率を産業別にみると、飲食店,宿泊業（53.4％）が最も高く、卸売・小売業
（41.9％）、サービス業（24.9％）、医療・福祉（16.1％）の順で、情報通信業及び金融・保険業

　また、全国と比較すると、調査産業計で全国26.1％に対し20.8％と全国を5.3ポイント下回った。
（表8、図14）

（２）パートタイム労働者

図13 常用労働者の対前年比及び常用雇用指数の推移（調査産業計）
（事業所規模5人以上）　平成17年＝100

（2.3％）が最も低かった。

　平均月末パートタイム労働者数の調査産業計は47,268人で、常用労働者数に対するパートタイム

図14　パートタイム労働者比率の推移（調査産業計）
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人 人 ％ ポイント ％

227,601 103,454 45.5 ▲ 1.0 42.5

25,968 3,695 14.2 ▲ 0.1 15.3

42,232 17,474 41.4 ▲ 2.3 30.3

2,377 760 32.0 ▲ 10.7 24.7

11,261 1,264 11.2 ▲ 0.8 18.6

41,066 19,945 48.6 ▲ 3.7 49.6

8,729 4,441 50.9 ▲ 8.4 49.5

14,603 9,703 66.4 6.4 59.4

32,667 25,050 76.7 ▲ 1.1 78.3

15,886 8,051 50.7 ▲ 1.7 49.6

6,786 2,691 39.7 3.6 36.8

22,885 9,849 43.0 1.8 39.8

た。
　また、全国と比較すると調査産業計で全国42.5％に対し45.5％と3.0ポイント上回った。産業別
では、製造業（本県：41.4％ 全国：30.3％）、情報通信業（本県：32.0％ 全国24.7％）、飲食
店,宿泊業（本県:66.4％ 全国:59.4％）など7産業で全国を上回った。（表9、図15）

サ ー ビ ス 業
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図15　女性常用労働者構成比率の推移（調査産業計）
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　平均月末女性常用労働者数の調査産業計は103,454人で、常用労働者に対する割合は45.5％とな

　産業別にみると、医療,福祉25,050人、卸売・小売業19,945人、製造業17,474人などの順となっ
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り、前年比1.0ポイントの減となった。

た。一方、構成比でみると、医療,福祉76.7％、飲食店,宿泊業66.4％、金融・保険業50.9％、教
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12月が最も低かった。（表10・11、図16）

調 査 産 業 計 1.65 1.59 0.06 1月 1.21 1.18

建 設 業 1.29 1.10 0.19 2月 1.40 1.65

製 造 業 1.19 1.23 ▲ 0.04 3月 1.75 1.83

情 報 通 信 業 1.59 1.67 ▲ 0.08 4月 3.81 3.71

運 輸 業 1.35 1.31 0.04 5月 1.60 1.66

卸 売 ・ 小 売 業 2.03 2.06 ▲ 0.03 6月 1.39 1.65

金 融 ・ 保 険 業 1.61 1.33 0.28 7月 1.42 1.25

飲 食 店 , 宿 泊 業 2.04 1.95 0.09 8月 1.36 1.22

医 療 , 福 祉 1.35 1.22 0.13 9月 1.64 1.45

教育,学習支援業 1.72 1.52 0.20 10月 1.88 1.16

複合サービス事業 1.70 1.61 0.09 11月 1.35 1.16

サ ー ビ ス 業 2.49 2.54 ▲ 0.05 12月 0.98 1.10

表10　産業別平均入職率・離職率

　また、平成20年における月間労働異動率の推移をみると、入職率、離職率ともに4月が最も高く、

入職率 離職率

表11　月間労働異動率
（事業所規模5人以上・平成20年平均） （事業所規模5人以上・調査産業計）

％ ％

を上回った。

（４）労働異動
　平均月間労働移動率の調査産業計は入職率1.65％、離職率1.59％で、入職率が離職率を0.06ポイン
ト上回った。
　産業別にみると、入職率はサービス業2.49％、飲食店,宿泊業2.04％、卸売・小売業2.03％の順と
なり、離職率はサービス業2.54％、卸売・小売業2.06％、飲食店,宿泊業1.95％の順となった。
入職率が離職率を上回ったのは、金融・保険業など7産業で、情報通信業など4産業で離職率が入職率

図16　月間労働異動率の推移（調査産業計）

（事業所規模5人以上・平成20年）

平成20年 入職率 離職率
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　常用労働者1人平均月間現金給与総額の調査産業計は309,848円で、前年比0.2％の減となった。
　産業別にみると、11の産業区分のうち、建設業（13.4％）、複合サービス事業（10.5％）、金融・
保険業（3.8％)など6産業で増加となり、医療,福祉（▲5.6％）、飲食店,宿泊業（▲5.2％）、教育,
学習支援業（▲2.4％）など5産業で減少となった。
　物価上昇分※を差し引いた実質賃金指数は、調査産業計で100.4となり、前年比1.8％の減となった。
（表12、図17・18） ※消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合・松江市）は101.9

超過労働
給　与

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円 円

建 設 業 360,014 13.4 306,125 9.5 284,207 9.3 21,918 53,889 11,512

製 造 業 295,216 0.2 242,975 0.8 218,136 2.7 24,839 52,241 ▲ 2,532

情 報 通 信 業 404,052 ▲ 1.9 313,815 ▲ 2.7 294,880 ▲ 2.6 18,935 90,237 4,640

運 輸 業 263,116 ▲ 1.2 237,183 1.9 196,413 1.2 40,770 25,933 ▲ 8,401

卸 売 ・ 小 売 業 202,598 1.5 174,184 0.2 167,507 ▲ 0.1 6,677 28,414 2,778

金 融 ・ 保 険 業 426,370 3.8 334,811 5.3 317,039 6.2 17,772 91,559 4,358

飲 食 店 , 宿 泊 業 186,607 ▲ 5.2 174,700 ▲ 7.5 169,754 ▲ 7.4 4,946 11,907 4,682

医 療 , 福 祉 318,399 ▲ 5.6 263,731 ▲ 3.7 244,883 ▲ 2.9 18,848 54,668 ▲ 7,233

教育,学習支援業 446,325 ▲ 2.4 344,466 0.4 339,511 0.2 4,955 101,859 ▲ 10,980

複合サービス事業 323,519 10.5 247,486 9.9 238,812 11.6 8,674 76,033 3,646

サ ー ビ ス 業 292,498 3.7 245,354 3.1 228,194 3.4 17,160 47,144 3,136

図１データ

金　額 金　額 対前年差

▲ 0.2 0.2

金　額
対前年
増減率

金　額
対前年
増減率

調 査 産 業 計

金　額
対前年
増減率

0.9

      （事業所規模30人以上・平成20年平均）

▲ 1,273

図17　産業別常用労働者1人平均月間現金給与額

注）対前年増減率は指数をもとに算出しているため、実数で計算した場合と必ずしも一致しない。

表12　産業別常用労働者1人平均月間現金給与額

　　　（事業所規模30人以上・平成20年平均）

決まって支給する
給　　与

特別に支払われた
給　　与所 定 内 給 与

236,480

Ⅱ　事業所規模３０人以上の概要

（１）現金給与総額

現金給与総額

309,848 255,643 19,163 54,205
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図18　現金給与総額の対前年比及び賃金指数の推移（調査産業計）

　きまって支給する給与の調査産業計は255,643
円で、前年比0.2％の増となった。
　産業別にみると、複合サービス事業(9.9％）、
建設業（9.5％）、金融・保険業（5.3％）など
8産業で増加となり、飲食店,宿泊業（▲7.5％）、
医療,福祉（▲3.7％）、情報通信業（▲2.7％）
の3産業で減少となった。（表12、図19）

　所定内給与の調査産業計は236,480円で、前年比0.9％の増となった。
　産業別にみると、複合サービス事業（11.6％）、建設業（9.3％）など7産業で増加となり、飲食店,
宿泊業（▲7.4％）、医療,福祉（▲2.9％）など4産業で減少となった。（表12）

　超過労働給与の調査産業計は、19,163円であった。
　産業別にみると、運輸業が40,770円と最も多く、次いで製造業24,839円、建設業21,918円と続き、
飲食店,宿泊業が4,946円と最も少なかった。（表12）

　特別に支払われた給与の調査産業計は54,205円で、前年と比べて1,273円の減小となった。
　産業別にみると、前年と比べて7産業で増加、4産業で減少し、なかでも教育,学習支援業が101,859
円と最も多く、次いで金融・保険業91,559円、情報通信業90,237円と続き、飲食店,宿泊業が11,907
円と最も少なかった。（表12）

（２）きまって支給する給与

（５）特別に支払われた給与

（４）超過労働給与

（３）所定内給与

（事業所規模30人以上）　平成17年＝100
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図19  きまって支給する給与の対前年比及び
　　　名目賃金指数の推移（調査産業計）
　　　（事業所規模30人以上）平成17年＝100

（％） 指数
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　現金給与総額の調査産業計を100として産業別に比較すると、6産業が100以上、5産業が100未満となり、
前年までの状況と変化はみられなかった。産業別にみると教育,学習支援業が144.0と最も高く、次いで金

（表13、図20）

建 設 業 107.2 105.3 102.6 103.4 108.3 115.4 114.8 115.4 112.9 116.2

製 造 業 83.2 86.5 84.6 86.4 89.8 93.3 92.7 94.2 97.0 95.3

情 報 通 信 業 － － － － － 161.7 157.3 149.1 125.7 130.4

運 輸 業 － － － － － 93.1 92.3 89.5 89.3 84.9

卸 売 ・ 小 売 業 － － － － － 71.9 71.6 69.2 63.2 65.4

金 融 ・ 保 険 業 － － － － － 127.7 131.1 124.7 122.8 137.6

飲 食 店 , 宿 泊 業 － － － － － 61.3 59.0 57.8 59.6 60.2

医 療 , 福 祉 － － － － － 105.5 106.2 106.3 106.2 102.8

教 育 , 学 習 支 援 業 － － － － － 143.9 140.4 140.9 145.1 144.0

複合サービス事業 － － － － － 117.9 110.6 112.1 105.5 104.4

サ ー ビ ス 業 － － － － － 80.8 91.1 92.6 91.6 94.4

注）日本標準産業分類の改訂（平成14年３月）に伴い、平成17年から新しい産業分類に基づき集計を行い、旧分類と接続しな

　い産業については、平成16年分のみ再集計を行っている。そのため、建設業及び製造業以外の産業については、平成15年以

　前のデータがなく「－」と表記している。（利用上の注意（３）参照。）

　本県の現金給与総額を全国を100として比較すると、調査産業計では81.6となり、前年に続きわずか
ながら差が拡大した。
　産業別にみると、前年は飲食店,宿泊業が全国を上回っていたが、本年は全産業で全国を下回った。
特に卸売・小売業65.5、製造業71.7、金融・保険業76.3、運輸業76.5などの産業で全国との差が大き
かった。（表14、図21）

（事業所規模30人以上・平成19年及び20年）

１５ １６

図20　現金給与総額の産業別の前年比較（調査産業計＝100）

（７）全国との比較

（６）産業別の比較

年 １１ １２ １３

表13　現金給与総額の産業別年次推移（調査産業計(実数)＝100）

（事業所規模30人以上）

２０

融・保険業137.6、情報通信業130.4、建設業116.2と続き、飲食店,宿泊業が60.2と最も低かった。
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金

建 設 業 82.5 81.2 78.9 84.2 90.3 86.5 87.2 79.2 82.3

製 造 業 73.2 74.7 73.0 73.5 75.4 73.2 74.3 73.0 71.7

情 報 通 信 業 － － － － 105.3 102.1 97.2 76.9 78.3

卸 売 ・ 小 売 業 － － － － 82.9 79.9 75.6 65.0 65.5

金 融 ・ 保 険 業 － － － － 77.9 78.2 72.9 66.1 76.3

飲 食 店 , 宿 泊 業 － － － － 119.4 112.7 115.0 100.4 98.9

医 療 , 福 祉 － － － － 93.5 93.7 94.2 88.2 85.5

教育,学習支援業 － － － － 97.2 94.2 95.8 90.3 89.7

複合サービス事業 － － － － 114.0 106.9 108.9 93.0 87.4

サ ー ビ ス 業 － － － － 84.6 94.6 96.8 87.6 89.7

注）日本標準産業分類の改訂（平成14年３月）に伴い、平成17年から新しい産業分類に基づき集計を行い、旧分類と接続しな

　い産業については、平成16年分のみ再集計を行っている。そのため、調査産業計、建設業及び製造業以外の産業については、

　平成15年以前のデータがなく「－」と表記している。（利用上の注意（３）参照。）

81.9 81.6 73.0 71.7

を下回っており、本県と鳥取県では80を下回った。前 80.6 80.8 72.4 74.5

年と比較すると本県を含む2県で差が拡大した。 97.1 95.8 98.2 96.7

（表15、図22） 99.2 99.9 97.6 98.7

92.0 91.6 100.0 100.0

　中国5県の現金給与総額を全国を100として比較する （事業所規模30人以上）（全国＝100）

76.584.8

87.7

運 輸 業

（８）中国5県の状況

図21　現金給与総額の産業別全国差の前年比較（全国＝100）

（事業所規模30人以上・平成19年及び20年）

表15　現金給与総額の中国5県の状況

調査産業計

89.9

－

－

－

20年

では90を下回った。前年と比較すると本県を含む3県

山  口  県

　また、製造業についてみると、本県を含む4県で全国 島  根  県
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表14　現金給与総額の産業別全国比較の年次推移（全国＝100）

（事業所規模30人以上）
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　男女別の現金給与総額の調査産業計は、男373,620円、女228,509円となり、前年と比べ男1,432円の
減少、女704円の増加となった。
　産業別にみると、男は金融・保険業など6産業で増加、情報通信業など5産業で減少となり、女は金
融・保険業など6産業で増加、医療,福祉など5産業で減少となった。
　また、現金給与総額を全国と比較すると、男は全国472,177円と比較して98,557円、女は全国239,330
円と比較して10,821円それぞれ全国を下回った。
　なお、全国及び本県の男の現金給与総額をそれぞれ100として本県の男女の差を全国と比べると、全国
50.7に対し本県61.2と10.5ポイント小さかった。（表16、図23）

円 円 円 円 円 円

製 造 業 360,310 ▲ 12,685 185,895 ▲ 1,343 51.6 481,716 220,701 45.8

情 報 通 信 業 450,287 ▲ 17,631 264,772 13,828 58.8 565,993 342,100 60.4

運 輸 業 278,591 ▲ 13,473 156,265 ▲ 6,779 56.1 378,991 191,496 50.5

卸 売 ・ 小 売 業 292,279 8,189 129,048 4,573 44.2 462,415 171,196 37.0

金 融 ・ 保 険 業 650,437 14,597 319,456 26,934 49.1 740,216 335,734 45.4

飲 食 店 , 宿 泊 業 224,056 6,251 161,969 86 72.3 266,940 120,187 45.0

医 療 , 福 祉 396,664 ▲ 1,057 287,019 ▲ 11,908 72.4 521,639 321,509 61.6

教育,学習支援業 497,080 1,791 365,991 ▲ 7,768 73.6 571,487 395,067 69.1

複合サービス事業 365,203 2,124 246,819 ▲ 4,008 67.6 443,519 208,958 47.1

サ ー ビ ス 業 375,235 ▲ 5,253 155,577 5,585 41.5 421,225 189,148 44.9

61.2

59.0

図23　現金給与総額の男女別比較の推移（調査産業計）

（事業所規模30人以上）　男＝100
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(男＝100)
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（９）男女別の比較

図22　現金給与総額の中国5県の状況（全国＝100）

（事業所規模30人以上）
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対前年差 金　額 対前年差
女

表16　現金給与総額の産業別男女別比較

（事業所規模30人以上・平成20年平均）
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　一般労働者とパートタイム労働者の現金給与総額は一般労働者346,687円、パートタイム労働者
98,974円となった。一般労働者を100として比較するとパートタイム労働者は28.5となり、前年と

　給与区分別にみると、きまって支給する給与では、一般労働者283,631円、パートタイム労働者
95,435円で、パートタイム労働者は33.6（一般労働者＝100）となった。特別に支払われた給与で
は、一般労働者63,056円、パートタイム労働者3,539円で、パートタイム労働者は5.6（一般労働
者＝100）となった。

宿泊業44.0、製造業36.2、卸売・小売業32.3などとなり、最も差が大きかったのは教育,学習支援
業12.6であった。（表17、図24）

円 円 円 円 円 円

調 査 産 業 計 346,687 283,631 63,056 98,974 95,435 3,539 28.5 33.6 5.6

国 建 設 業 360,449 306,467 53,982 107,711 107,711 0 29.9 35.1 0.0

製 造 業 314,676 257,650 57,026 113,902 106,247 7,655 36.2 41.2 13.4

情 報 通 信 業 413,535 320,716 92,819 80,429 78,318 2,111 19.4 24.4 2.3

運 輸 業 291,496 261,558 29,938 84,793 84,028 765 29.1 32.1 2.6

卸 売 ・ 小 売 業 302,119 249,769 52,350 97,466 94,337 3,129 32.3 37.8 6.0

金 融 ・ 保 険 業 429,906 337,419 92,487 77,470 77,470 0 18.0 23.0 0.0

複合サービス事業 328,161 250,730 77,431 73,520 72,805 715 22.4 29.0 0.9

サ ー ビ ス 業 335,035 277,847 57,188 100,069 98,361 1,708 29.9 35.4 3.0

12.6 16.4 0.0

図24　パートタイム労働者の現金給与額の推移（調査産業計）

（事業所規模5人以上・平成20年平均）

教育,学習支援業 500,321 384,118 116,203 62,883 62,883 0

46.7

29.2

222,913 104,022 2,123 44.0

（事業所規模30人以上・平成20年平均）

表17　現金給与額の産業別就業形態別比較
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支給割合は1.24カ月分で、前年と比べ0.05カ月分の減少となった。
　産業別に支給額をみると、前年と比べて6産業で増加し、5産業で減少した。支給額は、教育,学習
支援業が636,338円と最も高く、飲食店,宿泊業が61,599円と最も低かった。
　また、全国と比較すると、全国470,343円と比べ130,827円、支給率では全国1.26と比べ0.02カ月
分それぞれ全国を下回った。全国を100とした本県の支給額は、調査産業計で72.2となり、前年の
73.8と比べて差が拡大した。（表18、図25・26）

　常用労働者1人平均支給額の調査産業計は359,564円で、前年と比べ47円の減少となった。
支給割合は1.37カ月分で、前年と比べ0.04カ月分の減少となった。
　産業別に支給額をみると、前年と比べて6産業で増加し、5産業で減少した。支給額は、教育,学習
支援業が705,441円と最も高く、飲食店,宿泊業が80,138円と最も低かった。
　また、全国と比較すると、全国487,169円と比べ127,605円下回ったが、支給率では全国1.34と比べ
0.03カ月分上回った。全国を100とした本県の支給額は、調査産業計で73.8となり、前年と同水準で
あった。（表19、図25・26）

金　額 対前年差 割　合 対前年差
円 円 ヵ月分 ヵ月分 円 ヵ月分

調 査 産 業 計 339,516 ▲ 6,983 1.24 ▲ 0.05 72.2 470,343 1.26

建 設 業 216,593 116 0.67 ▲ 0.06 42.4 510,798 1.22

製 造 業 366,254 ▲ 6,603 1.29 0.00 63.0 581,046 1.37

情 報 通 信 業 495,914 47,278 1.78 0.14 72.8 681,647 1.64

運 輸 業 219,737 ▲ 19,301 1.45 0.05 65.0 337,801 1.14

卸 売 ・ 小 売 業 193,122 32,757 1.07 0.14 55.1 350,236 1.08

金 融 ・ 保 険 業 524,083 28,304 1.43 ▲ 0.40 66.0 793,674 1.91

飲 食 店 , 宿 泊 業 61,599 715 0.41 0.05 44.5 138,355 0.48

医 療 , 福 祉 306,769 ▲ 44,668 1.24 ▲ 0.16 81.6 376,024 1.26

教育,学習支援業 636,338 ▲ 12,475 1.74 ▲ 0.07 89.9 708,024 1.87

複合サービス事業 360,230 ▲ 36,110 1.39 ▲ 0.25 85.4 421,952 1.59

サ ー ビ ス 業 306,565 28,916 1.15 0.12 82.2 373,089 1.15

注）1．夏季賞与は、6～8月に特別に支払われた給与のうち、賞与として支払われた給与を抜き出して集計したものである。

　　2．「支給額」は、賞与を支給した事業所の全常用労働者１人当たり平均賞与支給額である。

　　3．「支給割合」は、賞与を支給した事業所における、賞与の所定内給与に対する割合を単純平均したものである。

（１）夏季賞与

２　賞　　与

　常用労働者1人平均支給額の調査産業計は339,516円で、前年と比べ6,983円の減少となった。

図25　賞与の全国比較の推移（調査産業計）

（事業所規模30人以上）　全国＝100

（事業所規模30人以上、平成20年平均）
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金　額 対前年差 割　合 対前年差
円 円 ヵ月分 ヵ月分 円 ヵ月分

調 査 産 業 計 359,564 ▲ 47 1.37 ▲ 0.04 73.8 487,169 1.34

建 設 業 435,813 167,833 1.93 0.80 88.3 493,526 1.30

製 造 業 305,218 ▲ 48,988 1.06 ▲ 0.16 53.1 574,828 1.37

情 報 通 信 業 572,174 25,268 1.99 0.04 80.9 707,384 1.77

運 輸 業 234,055 ▲ 23,723 1.60 ▲ 0.07 64.7 362,018 1.25

卸 売 ・ 小 売 業 208,250 ▲ 52,930 1.08 ▲ 0.17 61.2 340,542 1.10

金 融 ・ 保 険 業 503,563 41,888 1.44 ▲ 0.41 61.9 813,056 1.95

飲 食 店 , 宿 泊 業 80,138 ▲ 11,865 0.52 0.05 48.9 163,772 0.50

医 療 , 福 祉 349,533 ▲ 49,497 1.47 ▲ 0.18 79.8 437,883 1.44

教育,学習支援業 705,441 11,737 2.06 0.06 86.7 813,851 2.12

複合サービス事業 434,156 82,233 1.76 0.06 97.4 445,947 1.75

サ ー ビ ス 業 347,735 73,001 1.21 0.07 88.9 391,358 1.26

注）1．年末賞与は、11月～平成21年1月に特別に支払われた給与のうち、賞与として支払われた給与を抜き出して集計し

　　　たものである。

　　2．「支給額」は、賞与を支給した事業所の全常用労働者1人当たり平均賞与支給額である。

　　3．「支給割合」は、賞与を支給した事業所における、賞与の所定内給与に対する割合を単純平均したものである。

（事業所規模30人以上、平成20年平均）

支　給　額 支給割合

表19　産業別常用労働者1人平均年末賞与の支給状況

島 根 県 全　　　　国

（事業所規模30人以上）

図26　賞与支給額の対前年差及び支給割合の推移（調査産業計）
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　常用労働者１人平均月間総実労働時間の調査産業計は155.7時間で、前年比0.6％の減となった。
　産業別にみると、運輸業の182.3時間が最も長く、次いで建設業の176.6時間、製造業の165.1時間な
どと続いており、卸売・小売業の138.6時間が最も短かかった。
　前年と比較すると、医療,福祉（5.7％）、情報通信業（3.9％）など3産業で増加となり、飲食店,宿
泊業（▲11.3%)、建設業（▲4.9％）など7産業で減少、サービス業は前年と同水準となった。

（表20、図27・28）

時間 ％ 時間 ％ 時間 ％ 日 日

調 査 産 業 計 155.7 ▲ 0.6 145.8 ▲ 0.6 9.9 0.3 20.0 ▲ 0.1

建 設 業 176.6 ▲ 4.9 164.6 ▲ 5.4 12.0 3.4 21.4 0.1

製 造 業 165.1 ▲ 1.7 150.8 ▲ 1.0 14.3 ▲ 4.4 19.9 ▲ 0.2

情 報 通 信 業 148.5 3.9 138.8 1.8 9.7 35.7 19.1 ▲ 0.6

運 輸 業 182.3 ▲ 2.0 153.1 ▲ 1.1 29.2 ▲ 6.4 21.4 0.0

卸 売 ・ 小 売 業 138.6 0.4 133.3 ▲ 0.6 5.3 28.7 20.5 0.1

金 融 ・ 保 険 業 148.0 ▲ 1.3 140.4 ▲ 0.9 7.6 ▲ 10.4 19.3 ▲ 0.2

飲 食 店 , 宿 泊 業 159.2 ▲ 11.3 153.0 ▲ 12.0 6.2 4.9 21.8 0.4

医 療 , 福 祉 141.1 5.7 137.7 5.1 3.4 34.8 19.7 ▲ 0.2

教育,学習支援業 147.1 ▲ 2.9 145.1 ▲ 3.2 2.0 31.1 18.9 0.0

複合サービス事業 155.3 ▲ 0.4 149.9 0.5 5.4 ▲ 10.4 20.1 0.4

サ ー ビ ス 業 156.4 0.0 144.6 ▲ 0.9 11.8 13.4 19.5 ▲ 0.1

図１データ

（事業所規模30人以上・平成20年平均）

産　　業

時　間 対前年差

図27　産業別常用労働者１人平均月間労働時間

（事業所規模30人以上・平成20年平均）
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　なお、平均月間総実労働時間に12月を乗じた年間総実労働時間は1,868.4時間となった。
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図28　総実労働時間の対前年比及び総実労働時間指数の推移（調査産業計）

 

　所定内労働時間の調査産業計は145.8時間で、前年比0.6％の減となった。
　産業別にみると、医療,福祉（5.1％）、情報通信業（1.8％）など3産業で増加となり、飲食店,
宿泊業（▲12.0％）、建設業（▲5.4）など8産業で減少となった。（表20）

　所定外労働時間の調査産業計は9.9時間で、前年比0.3％の増となった。
　産業別にみると、情報通信業（35.7％）、医療,福祉（34.8％）など7産業で増加となり、金融・
保険業（▲10.4％）、複合サービス事業（▲10.4％）など4産業で減少となった。
　また、製造業は14.3時間で、前年比4.4％の減となった。（表20、図29）

図29　所定外労働時間の対前年比及び所定外労働時間指数の推移

（事業所規模30人以上）　平成17年＝100　

　出勤日数の調査産業計は20.0日で、前年と比べて0.1日減少した。
　産業別にみると、医療,福祉、複合サービス事業など4産業で増加、情報通信業など5産業で減少、
運輸業と教育,学習支援業は前年と同水準であった。
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　平均月末常用労働者数の調査産業計は107,584人で、前年比1.4％の増となった。
　産業別にみると、製造業30,265人（構成比28.1％）、医療,福祉21,374人（同19.9％）、卸売・小売
業11,878人（同11.0％）、サービス業（同9.3％）などの順となった。前年と比較すると、情報通信業
（12.4％）、医療,福祉（4.7％）など6産業で増加となり、建設業（▲8.4％）、運輸業（▲3.2％）な
ど4産業で減少、金融・保険業は前年と同水準となった。
　また、産業別構成比を全国と比較すると、医療,福祉（本県:19.9％ 全国:11.3％）、製造業（本県:
28.1 全国：25.0）など5産業で全国を上回っており、サービス業（本県：9.3％ 全国：14.6％）、卸
売・小売業（本県:11.0％ 全国:15.5％）など5産業で全国を下回り、金融・保険業は全国と同水準と
なった。（表21、図30・31）

人 ％ ％ 人 ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ％

調 査 産 業 計 107,584 1.4 100.0 16,017 14.9 0.1 100.0 21.74

建 設 業 7,692 ▲ 8.4 7.1 13 0.2 ▲ 0.1 4.1 2.54

製 造 業 30,265 1.6 28.1 2,934 9.7 ▲ 0.1 25.0 10.93

情 報 通 信 業 1,400 12.4 1.3 40 2.8 ▲ 0.9 4.2 7.16

運 輸 業 5,639 ▲ 3.2 5.2 777 13.8 1.5 7.2 16.02

卸 売 ・ 小 売 業 11,878 2.7 11.0 5,786 48.7 2.3 15.5 42.17

金 融 ・ 保 険 業 3,532 0.0 3.3 37 1.0 1.0 3.3 9.78

飲 食 店 , 宿 泊 業 3,388 1.0 3.1 1,375 40.5 2.9 5.1 58.91

医 療 , 福 祉 21,374 4.7 19.9 2,194 10.3 0.5 11.3 19.09

教育,学習支援業 8,014 ▲ 2.3 7.4 994 12.4 1.2 6.2 17.88

複合サービス事業 2,998 4.4 2.8 55 1.8 ▲ 1.3 1.8 24.27

サ ー ビ ス 業 9,999 ▲ 0.9 9.3 1,814 18.1 ▲ 3.9 14.6 25.80

（事業所規模30人以上・平成20年平均）

表21　産業別平均月末常用労働者数

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ
労働者比率

常用労働者数
対前年
増減率 対前年差

産業別
構成比率

産業別
構成比率

うちﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ
労働者数

４　雇　　用

（１）常用労働者

図30　常用労働者数の産業別構成比（事業所規模30人以上）

産　　業
ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ

労働者比率

全 国島 根 県

0.0
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金融・保険業 飲食店,宿泊業 医療,福祉 教育,学習支援業 複合サービス事業 サービス業

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

建設業 製造業 情報通信業 運輸業 卸売・小売業

島根県

全国
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　平均月末パートタイム労働者数の調査産業計は16,017人で、常用労働者数に対するパートタイム労働
者比率は14.9％となり、前年比0.1ポイントの増となった。
　パートタイム労働者比率を産業別にみると、卸売・小売業（48.7％）が最も高く、次に飲食店,宿泊
業（40.5％）、サービス業（18.1％）、運輸業（13.8％）の順で、金融・保険業（1.0％）が最も低か
った。
　また、全国と比較すると、調査産業計で全国21.7％に対し14.9％と全国を6.8ポイント下回った。
（表21、図32）

（２）パートタイム労働者

図32　パートタイム労働者比率の推移（調査産業計）

（事業所規模30人以上）

図31　常用労働者の対前年比及び常用雇用指数の推移（調査産業計）
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　平均月末女性常用労働者数の調査産業計は47,315人で、常用労働者に対する割合は44.0％となり、
前年比0.5ポイントの減となった。
　産業別にみると、医療,福祉15,270人、製造業11,288人、卸売・小売業6,529人などの順となった。
一方、構成比でみると、医療,福祉71.4％、金融・保険業67.7％、飲食店,宿泊業60.3％、卸売・小売
業55.0％の4産業で50％を超えており、運輸業12.6％、建設業8.2％などでは小さかった。
　また、全国と比較すると、調査産業計で全国39.8％に対し44.0％と4.2ポイント上回った。産業別
では、金融・保険業（本県:67.7％ 全国:44.9％）、製造業（本県:37.3％ 全国:26.9％）、飲食店,
宿泊業（本県：60.3％ 全国53.3％）など6産業で全国を上回った。（表22、図33）

人 人 ％ ポイント ％

107,584 47,315 44.0 ▲ 0.5 39.8

7,692 628 8.2 0.1 12.0

30,265 11,288 37.3 ▲ 1.9 26.9

1,400 348 24.9 ▲ 11.5 22.4

5,639 712 12.6 0.4 18.7

11,878 6,529 55.0 ▲ 0.4 52.6

3,532 2,390 67.7 ▲ 6.9 44.9

3,388 2,044 60.3 0.8 53.3

21,374 15,270 71.4 1.5 74.5

8,014 3,107 38.8 0.7 42.0

2,998 1,059 35.3 2.8 31.3

9,999 3,773 37.7 ▲ 4.3 40.9

飲 食 店 ,宿 泊 業

構 成 比

情 報 通 信 業
運 輸 業
卸 売 ・ 小 売 業
金 融 ・ 保 険 業

（事業所規模30人以上・平成20年平均）

表22　産業別平均月末女性常用労働者数

調 査 産 業 計
建 設 業

製 造 業

（事業所規模5人以上・平成20年平均）

対前年差

図33　女性常用労働者構成比率の推移（調査産業計）
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（３）女性常用労働者

産　　業

全　国島　　根　　県

常 用 労 働 者 数
うち女性常用
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構 成 比
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　平均月間労働異動率の調査産業計は入職率1.52％、離職率1.52％で、入職率と離職率が同水準であ
った。
　産業別にみると、入職率はサービス業3.30％、複合サービス事業2.47％、卸売・小売業2.28％の順
となり、離職率はサービス業3.33％、卸売・小売業2.51％、複合サービス事業2.08％の順となった。
入職率が離職率を上回ったのは、複合サービス事業など4産業で、運輸業など7産業で離職率が入職率
を上回った。
　また、平成20年における月間労働異動率の推移をみると、入職率、離職率ともに4月が最も高く、
12月が最も低かった。（表23・24、図34）

調 査 産 業 計 1.52 1.52 0.00 1月 1.17 1.47

建 設 業 0.40 0.60 ▲ 0.20 2月 1.44 1.71

製 造 業 1.08 1.12 ▲ 0.04 3月 1.73 1.74

情 報 通 信 業 1.17 1.02 0.15 4月 4.48 3.43

運 輸 業 1.03 1.32 ▲ 0.29 5月 1.12 1.55

卸 売 ・ 小 売 業 2.28 2.51 ▲ 0.23 6月 1.18 1.27

金 融 ・ 保 険 業 2.21 1.88 0.33 7月 1.34 1.26

飲 食 店 , 宿 泊 業 1.85 1.86 ▲ 0.01 8月 1.22 1.01

医 療 , 福 祉 1.27 0.99 0.28 9月 1.31 1.51

教育,学習支援業 1.23 1.39 ▲ 0.16 10月 1.53 1.27

複合サービス事業 2.47 2.08 0.39 11月 0.91 1.04

サ ー ビ ス 業 3.30 3.33 ▲ 0.03 12月 0.80 1.00

％ ％

離職率
入職率－離職

率

表24　月間労働異動率

（事業所規模30人以上・調査産業計）

平成20年 入職率 離職率

（４）労働異動

表23　産業別平均月間入職率・離職率

（事業所規模30人以上・平成20年平均）

％ ％ ポイント

産　　業 入職率

図34　月間労働異動率の推移（調査産業計）

（事業所規模30人以上・平成20年）
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　常用労働者1人平均月間現金給与総額の調査産業計は238,012円（全国265,106円）であった。
　産業別にみると、金融・保険業が389,603円と最も高く、飲食店,宿泊業が132,141円と最も低かっ
た。　
　また、調査産業計の事業所規模5人以上を100として比較すると87.5（全国80.0）であり、また事業
所規模30人以上を100として比較すると76.8（全国69.9）であった。（表25・26、図35）

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円 円

調 査 産 業 計 238,012 ▲ 2.9 207,149 ▲ 1.0 199,301 ▲ 0.7 7,848 30,863 ▲ 4,753

建 設 業 263,009 ▲ 16.8 248,690 ▲ 9.2 236,667 ▲ 9.8 12,023 14,319 ▲ 27,546

製 造 業 196,172 8.8 182,334 9.4 172,574 10.3 9,760 13,838 ▲ 228

情 報 通 信 業 301,826 6.4 267,756 10.8 247,034 10.0 20,722 34,070 ▲ 7,466

運 輸 業 247,858 10.1 233,433 8.8 208,783 9.3 24,650 14,425 4,065

卸 売 ・ 小 売 業 209,033 6.0 185,272 5.6 179,845 6.1 5,427 23,761 2,002

金 融 ・ 保 険 業 389,603 ▲ 4.3 297,374 ▲ 3.7 285,454 0.6 11,920 92,229 ▲ 6,875

飲 食 店 , 宿 泊 業 132,141 2.0 124,110 0.8 123,926 2.9 184 8,031 1,528

医 療 , 福 祉 231,281 ▲ 3.7 187,606 ▲ 1.9 181,780 ▲ 2.3 5,826 43,675 ▲ 5,613

教育,学習支援業 353,388 ▲ 15.2 275,466 ▲ 11.7 272,192 ▲ 12.3 3,274 77,922 ▲ 26,417

複合サービス事業 313,271 5.8 231,434 ▲ 2.2 223,272 ▲ 2.0 8,162 81,837 22,501

サ ー ビ ス 業 219,377 ▲ 7.3 192,432 ▲ 7.5 187,303 ▲ 6.4 5,129 26,945 ▲ 1,203

（参考）

調査産業計(全国) 265,106 0.0 229,056 0.5 217,952 0.4 11,104 36,050 ▲ 1,234

注）事業所規模5～29人については、いずれの産業も指数を作成していないため、対前年増減率は、実数により算出している。

所 定 内 給 与
超過労働
給　与

図35　産業別常用労働者1人平均月間現金給与額

　特別に支払われた
給　　与

金　額
対前年
増減率

金　額

　　　（事業所規模5～29人・平成20年平均）

産　　業

現金給与総額
きまって支給する

給　　与

金　額 対前年差金　額
対前年
増減率

金　額
対前年
増減率

Ⅲ　事業所規模５～２９人の概要

１　賃　　金

（１）現金給与総額

    　（事業所規模5～29人・平成20年平均）

表25　産業別常用労働者1人平均月間現金給与額
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　きまって支給する給与の調査産業計は、

　産業別にみると、金融・保険業が297,374円
と最も高く、飲食店,宿泊業が124,110円と最も
低かった｡
　また、調査産業計の事業所規模5人以上を100
として比較すると90.0（全国84.7）であり､また
事業所規模30人以上を100として比較すると81.0
(全国76.2)であった。（表25・26）

　所定内給与の調査産業計は、199,301円（全国
217,952円）であった。
　産業別にみると、金融・保険業が285,454円と
最も高く、飲食店,宿泊業が123,926円と最も低かった｡
　また、調査産業計の事業所規模5人以上を100として比較すると91.9（全国86.8）であり､また事業
所規模30人以上を100として比較すると84.3（全国79.2）であった。（表25・26）

　超過労働給与の調査産業計は、7,848円（全国11,104円）であった。
　産業別にみると、運輸業が24,650円と最も高く、飲食店,宿泊業が184円と最も低かった｡
　また、調査産業計の事業所規模5人以上を100として比較すると59.5（全国57.1）であり、また事業
所規模30人以上を100として比較すると41.0（全国43.5）であった。（表25・26）

　特別に支払われた給与の調査産業計は、30,863円（全国36,050円）であった。
　産業別にみると、金融・保険業が92,229円と最も高く、飲食店,宿泊業が8,031円と最も低かっ
た。
　また、調査産業計の事業所規模5人以上を100として比較すると73.7（全国59.3）となり、また事業
所規模30人以上を100として比較すると56.9（全国45.7）であった。（表25・26）

　常用労働者1人平均月間総実労働時間の調査
産業計は、148.9時間（全国144.3時間）であっ 時間 時間 時間 日

た。（表27・図36） 148.9 142.8 6.1 20.1

168.1 157.2 10.9 21.1

162.4 153.4 9.0 20.8

164.2 156.6 7.6 21.0

　所定内労働時間の調査産業計は、142.8時間 181.9 163.4 18.5 21.7

（全国136.6時間）であった。（表27） 142.4 138.1 4.3 20.1

149.6 143.8 5.8 19.3

113.4 113.3 0.1 19.2

147.3 144.1 3.2 20.2

　所定外労働時間の調査産業計は、6.1時間（全 136.6 132.3 4.3 17.9

国7.7時間）であった。 150.9 146.4 4.5 19.4

　また、製造業は9.0時間（全国9.4時間）であ 145.8 141.2 4.6 19.9

った。（表27）
144.3 136.6 7.7 19.3

158.3 148.9 9.4 20.3

表26　現金給与額の事業所規模別比較（調査産業計）

現金給 与額

島 根 県 全　　国

超 過 労 働 給 与 59.5 41.0

（２）きまって支給する給与

207,149円（全国229,056円）であった。

43.5

79.2

特別に支払われた
給 与

73.7 56.9 59.3 45.7

（４）超過労働給与

（事業所規模5～29人・平成20年平均）

30人以上
＝100

５人以上
＝100

30人以上
＝100

５人以上
＝100

運 輸 業

卸 売 ・ 小 売 業

（３）所定外労働時間

金 融 ・ 保 険 業

飲 食 店 , 宿 泊 業

（参考）

調査産業計(全国)

製　造　業(全国)

医 療 , 福 祉

教育,学習支援業

複合サービス事業

サ ー ビ ス 業

調 査 産 業 計

建 設 業

情 報 通 信 業（２）所定内労働時間
製 造 業

産　　業
（１）総実労働時間

２　労働時間 　　　　出勤日数（事業所規模5～29人・平成20年平均）

所定内
労働時間

所 定 内 給 与 91.9 84.3

57.1

（５）特別に支払われた給与

86.8

80.0

84.7

（３）所定内給与

87.5 76.8

76.290.0

69.9

所定外
労働時間

出勤
日数

総　実
労働時間

表27　産業別常用労働者1人平均月間実労働時間及び

現 金 給 与 総 額

きまって支給する
給 与

81.0
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　出勤日数の調査産業計は、20.1日（全国19.3日）であった。（表27）

　平均月末常用労働者数の調査産業計
は、120,016人であった。（表28）

　平均月末パートタイム労働者数の調 ％

査産業計は、31,251人、平均月末パー 調 査 産 業 計 26.0

トタイム労働者比率は26.0％（全国 建 設 業 4.8

32.1％）であった。 製 造 業 26.3

　また、産業別にパートタイム労働者 情 報 通 信 業 1.6

比率をみると、飲食店,宿泊業が57.3 運 輸 業 4.3

％と最も高く、次に卸売・小売業39.1 卸 売 ・ 小 売 業 39.1

％、サービス業30.2％、医療,福祉27.2 金 融 ・ 保 険 業 3.2

％と続き、情報通信業が1.6％と最も低 飲 食 店 , 宿 泊 業 57.3

かった。（表28） 医 療 , 福 祉 27.2

教育,学習支援業 18.5

複合サービス事業 9.6

サ ー ビ ス 業 30.2

（参考） ％

調査産業計(全国) 32.1

（事業所規模5～29人・平成20年平均）

産　　業 常用労働者数 ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ
労働者比率

うちﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ
労働者数

886

168

120,016 31,251

18,276

5,197

3,788

11,295

11,214

3,069

6,433

7,871

12,887
千人

（２）パートタイム労働者

5,623 244

977 16

11,968 3,145

（１）常用労働者

３　雇　　用

人人

（４）出勤日数

図36　産業別常用労働者1人平均月間労働時間

（事業所規模5～29人・平成20年平均）

表28　産業別平均月末常用労働者数
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　平均月末女性常用労働者数の調査産業計は、

（全国46.3％）であった。
　また、産業別に女性の構成比をみると、医療,福
祉が86.6％と最も高く、次に飲食店,宿泊業68.3％、 人 ％

教育,学習支援業62.8％、製造業51.7％と続き、運 調 査 産 業 計 120,016 46.8

輸業が9.8％と最も低かった。 建 設 業 18,276 16.8

　なお、女性の構成比率が50％を超えたのは、前 製 造 業 11,968 51.7

述の4産業であった。（表29） 情 報 通 信 業 977 42.2

運 輸 業 5,623 9.8

金 融 ・ 保 険 業 5,197 39.4

飲 食 店 , 宿 泊 業 11,214 68.3

医 療 , 福 祉 11,295 86.6

教育,学習支援業 7,871 62.8

複合サービス事業 3,788 43.1

サ ー ビ ス 業 12,887 47.1

（参考） 千人 ％

調査産業計(全国) 18,939 46.3

　平均月間労働異動率の調査産業計は入職率1.77％、
離職率1.83％で、離職率が入職率を0.06ポイント上
回った。
　産業別にみると、建設業では入職率1.45％、離職
率1.59％で、離職率が入職率を0.14ポイント上回っ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ

た。また、製造業では入職率1.93％、離職率1.59％ 調 査 産 業 計 1.77 ▲ 0.06

で、入職率が離職率を0.34ポイント上回った。 建 設 業 1.45 ▲ 0.14

　入職率が最も高い産業は運輸業で、離職率が最も 製 造 業 1.93 0.34

高い産業は飲食店,宿泊業であった。 情 報 通 信 業 1.85 ▲ 0.46

　また、平成20年における月間労働異動率の推移を 運 輸 業 3.63 0.66

みると、入職率、離職率ともに4月が最も高かった。 卸 売 ・ 小 売 業 1.67 ▲ 0.13

（表30、図37） 金 融 ・ 保 険 業 1.77 0.28

飲 食 店 , 宿 泊 業 3.04 0.05

医 療 , 福 祉 1.60 ▲ 0.13

教育,学習支援業 1.42 0.04

複合サービス事業 1.02 ▲ 0.49

サ ー ビ ス 業 1.06 ▲ 0.43

6,186

412

8,771

551

2,050

7,661

9,780

4,943

1,632

6,076
千人

（３）女性常用労働者

（４）労働異動

産　　業
常用労働者

数
構成比率うち女性常

用労働者数

表29　産業別平均月末女性常用労働者数

（事業所規模5～29人・平成20年平均）

56,139人で、常用労働者数に対する割合は46.8％

46.013,41529,188

人

56,139

3,068

産　　業 入職率

図37　月間労働異動率の推移（調査産業計）

（事業所規模5～29人・平成20年）

卸 売 ・ 小 売 業
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1.49

2.99
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1.38
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1.49

表30　産業別平均月間入職率・離職率

（事業所規模5～29人・平成20年平均）
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事業所規模５人以上 平成17年＝100

名目賃金
指 数

実質賃金
指 数

常用雇用
指 数

消 費 者
物 価 指 数

名目賃金
指 数

実質賃金
指 数

常用雇用
指 数

消 費 者
物 価 指 数

現金給与総額 現金給与総額 松江市 現金給与総額 現金給与総額

平成 1１年 105.6 102.1 102.0 103.4 105.5 101.7 102.5 103.7
　　　 12 106.0 102.4 101.3 103.5 105.6 102.7 102.1 102.8
　　　 13 103.6 101.0 99.7 102.6 103.9 102.1 101.7 101.8
　　　 14 103.2 102.2 99.6 101.0 100.9 100.2 100.7 100.7
　　 　15 105.5 104.5 100.8 101.0 100.1 99.7 99.8 100.4
　　 　16 103.9 103.1 100.5 100.8 99.4 99.0 99.9 100.4
　　 　17 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
　　 　18 99.8 99.6 100.7 100.2 100.2 99.9 100.6 100.3
　　 　19 99.7 99.4 101.4 100.3 99.2 98.8 102.2 100.4
　　 　20 97.9 96.1 102.0 101.9 98.9 97.0 103.7 102.0
平成 1１年 1.4 1.5 ▲ 1.4 ▲ 0.1 ▲ 1.5 ▲ 1.1 ▲ 0.5 ▲ 0.4
　　　 12 0.4 0.3 ▲ 0.7 0.1 0.1 1.0 ▲ 0.3 ▲ 0.9
　　　 13 ▲ 2.3 ▲ 1.4 ▲ 1.6 ▲ 0.9 ▲ 1.6 ▲ 0.7 ▲ 0.4 ▲ 0.9
　　　 14 ▲ 0.4 1.2 ▲ 0.1 ▲ 1.5 ▲ 2.9 ▲ 1.9 ▲ 1.0 ▲ 1.1
　　 　15 2.3 2.3 1.2 0.0 ▲ 0.7 ▲ 0.4 ▲ 0.9 ▲ 0.3
　　 　16 ▲ 1.5 ▲ 1.3 ▲ 0.3 ▲ 0.2 ▲ 0.7 ▲ 0.7 0.1 0.0
　　 　17 ▲ 3.8 ▲ 3.0 ▲ 0.5 ▲ 0.8 0.6 1.0 0.1 ▲ 0.4
　　 　18 ▲ 0.2 ▲ 0.4 0.7 0.2 0.3 ▲ 0.1 0.6 0.3
　　 　19 ▲ 0.1 ▲ 0.2 0.7 0.1 ▲ 1.0 ▲ 1.1 1.6 0.1
　　 　20 ▲ 1.8 ▲ 3.3 0.6 1.6 ▲ 0.3 ▲ 1.8 1.5 1.6

事業所規模30人以上 平成17年＝100

名目賃金
指 数

実質賃金
指 数

常用雇用
指 数

消 費 者
物 価 指 数

名目賃金
指 数

実質賃金
指 数

常用雇用
指 数

消 費 者
物 価 指 数

現金給与総額 現金給与総額 松江市 現金給与総額 現金給与総額

平成 1１年 103.7 100.3 102.6 103.4 104.1 100.4 102.7 103.7
　　　 12 102.9 99.4 103.5 103.5 103.9 101.1 101.9 102.8
　　　 13 102.1 99.5 102.9 102.6 102.9 101.1 101.0 101.8
　　　 14 101.1 100.1 101.1 101.0 99.9 99.2 99.6 100.7
　　 　15 99.2 98.2 100.2 101.0 99.8 99.4 98.7 100.4
　　 　16 100.4 99.6 99.0 100.8 99.0 98.6 99.2 100.4
　　 　17 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
　　 　18 101.1 100.9 100.9 100.2 101.0 100.7 100.9 100.3
　　 　19 102.5 102.2 103.9 100.3 100.1 99.7 102.4 100.4
　　 　20 102.3 100.4 105.3 101.9 99.6 97.6 104.1 102.0
平成 1１年 0.0 0.2 ▲ 1.0 ▲ 0.1 ▲ 1.4 ▲ 1.0 ▲ 0.5 ▲ 0.4
　　　 12 ▲ 0.7 ▲ 0.9 0.8 0.1 ▲ 0.3 0.6 ▲ 0.8 ▲ 0.9
　　　 13 ▲ 0.9 0.1 ▲ 0.5 ▲ 0.9 ▲ 0.9 0.0 ▲ 0.9 ▲ 0.9
　　　 14 ▲ 1.0 0.6 ▲ 1.9 ▲ 1.5 ▲ 2.9 ▲ 1.8 ▲ 1.4 ▲ 1.1
　　 　15 ▲ 1.9 ▲ 1.9 ▲ 0.9 0.0 ▲ 0.1 0.2 ▲ 0.9 ▲ 0.3
　　 　16 1.3 1.4 ▲ 1.3 ▲ 0.2 ▲ 0.8 ▲ 0.9 0.5 0.0
　　 　17 ▲ 0.4 0.4 1.1 ▲ 0.8 1.0 1.5 0.8 ▲ 0.4
　　 　18 1.1 0.9 0.9 0.2 1.0 0.7 0.9 0.3
　　 　19 1.4 1.3 2.9 0.1 ▲ 0.9 ▲ 1.0 1.5 0.1
　　 　20 ▲ 0.2 ▲ 1.8 1.4 1.6 ▲ 0.5 ▲ 2.1 1.7 1.6

（注） １　賃金指数及び雇用指数は、調査産業計の数値である。
２　消費者物価指数は、「持家の帰属家賃を除く総合」である。

（％）
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Ⅳ　労働経済指標

対
前
年
増
減
率

島    根    県 全　　　　　　国

年

指
　
　
　
数

- 37 -



Ⅴ 指 数 表



　　 第１表

指　数 対前年(同月)比 指 数 対前年(同月)比 指　数 対前年(同月)比
％ ％ ％

平成 11 年 平均 105.6 1.4 102.8 4.5 90.9 ▲ 0.1
12 106.0 0.4 101.6 ▲ 1.1 94.8 4.3
13 103.6 ▲ 2.3 100.4 ▲ 1.2 93.3 ▲ 1.5
14 103.2 ▲ 0.4 93.4 ▲ 7.0 94.2 0.9
15 105.5 2.3 96.6 3.5 95.8 1.7

16 103.9 ▲ 1.5 105.0 8.6 99.5 3.9
17 100.0 ▲ 3.8 100.0 ▲ 4.8 100.0 0.5
18 99.8 ▲ 0.2 106.3 6.3 99.5 ▲ 0.6
19 99.7 ▲ 0.1 107.2 0.8 103.4 3.9
20 97.9 ▲ 1.8 98.5 ▲ 8.1 105.2 1.7

平成 20 年 １月 83.4 ▲ 1.3 86.3 ▲ 6.3 86.7 2.5
２月 82.8 ▲ 0.8 88.4 ▲ 7.0 89.2 4.2
３月 84.2 0.1 90.3 ▲ 5.1 89.9 5.6
４月 83.8 ▲ 2.4 88.1 ▲ 13.6 91.5 3.9
５月 82.8 ▲ 0.4 84.8 ▲ 9.3 89.3 5.1
６月 128.9 0.2 97.0 ▲ 10.0 116.8 5.4

７月 116.7 ▲ 5.6 108.7 ▲ 28.9 157.1 0.4
８月 88.7 ▲ 0.3 95.8 ▲ 2.6 96.5 5.8
９月 84.7 0.1 98.9 ▲ 0.5 91.2 3.9
10月 83.3 ▲ 0.5 91.4 ▲ 1.3 89.9 0.9
11月 84.9 ▲ 1.2 92.4 0.9 93.2 ▲ 1.8
12月 170.6 ▲ 4.9 159.4 ▲ 4.1 170.8 ▲ 6.2

　　 第２表 きまって支給する給与の名目賃金指数

指　数 対前年(同月)比 指 数 対前年(同月)比 指　数 対前年(同月)比
％ ％ ％

平成 11 年 平均 101.8 1.7 98.7 7.1 91.6 1.4
12 103.8 1.9 100.0 1.2 93.8 2.3
13 101.8 ▲ 1.9 96.7 ▲ 3.3 92.9 ▲ 0.9
14 102.3 0.5 92.5 ▲ 4.2 96.7 4.1
15 104.2 1.8 97.0 4.9 98.1 1.5

16 102.6 ▲ 1.6 103.6 6.8 99.7 1.6
17 100.0 ▲ 2.5 100.0 ▲ 3.5 100.0 0.3
18 99.1 ▲ 0.8 102.3 2.4 99.2 ▲ 0.8
19 99.9 0.8 105.2 2.8 102.8 3.6
20 99.3 ▲ 0.6 101.2 ▲ 3.8 105.5 2.6

平成 20 年 １月 97.5 ▲ 0.8 96.3 ▲ 6.5 102.5 3.4
２月 99.1 ▲ 0.8 99.7 ▲ 7.0 105.8 4.1
３月 99.7 ▲ 0.1 101.8 ▲ 3.6 106.1 4.9
４月 99.7 ▲ 2.0 99.3 ▲ 10.5 107.3 3.1
５月 98.6 ▲ 0.6 95.4 ▲ 9.5 104.8 4.5
６月 99.5 ▲ 1.7 98.7 ▲ 9.6 105.8 2.3

７月 100.8 0.6 106.8 1.4 106.5 2.6
８月 99.4 0.8 100.3 ▲ 1.0 106.4 4.8
９月 100.1 0.4 104.2 1.0 108.3 3.8
10月 99.5 0.0 103.1 ▲ 1.3 106.7 2.9
11月 99.0 ▲ 1.5 104.1 0.8 104.8 ▲ 0.9
12月 98.4 ▲ 1.3 104.7 1.2 101.0 ▲ 3.6

（事業所規模５人以上）
平成１７年＝１００

年　 月
調査産業計 建 設 業 製 造 業

年　 月
調査産業計 建 設 業

現 金 給 与 総 額 の 名 目 賃 金 指 数

製 造 業
平成１７年＝１００

（事業所規模５人以上）
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　　 第３表

指　数 対前年(同月)比 指 数 対前年(同月)比 指　数 対前年(同月)比
％ ％ ％

平成 11 年 平均 102.1 1.5 99.1 7.3 94.4 0.4
12 103.7 1.5 99.7 0.7 94.5 0.0
13 102.6 ▲ 1.1 95.9 ▲ 3.8 95.7 1.4
14 103.0 0.4 94.1 ▲ 2.0 98.2 2.7
15 103.8 0.8 97.2 3.3 99.0 0.9

16 102.8 ▲ 1.0 102.8 5.7 99.3 0.3
17 100.0 ▲ 2.7 100.0 ▲ 2.7 100.0 0.7
18 98.9 ▲ 1.1 102.2 2.2 99.2 ▲ 0.8
19 99.3 0.4 104.8 2.5 102.8 3.6
20 99.2 ▲ 0.1 100.2 ▲ 4.4 107.3 4.4

平成 20 年 １月 97.2 ▲ 0.1 96.6 ▲ 5.5 102.3 2.8
２月 98.7 ▲ 0.1 99.4 ▲ 5.6 105.3 4.3
３月 99.0 0.8 99.6 ▲ 1.9 105.7 5.1
４月 99.3 ▲ 1.2 98.6 ▲ 9.0 108.0 3.4
５月 98.8 0.0 96.1 ▲ 8.5 106.5 5.1
６月 99.7 ▲ 0.9 99.7 ▲ 8.4 107.1 2.8

７月 100.6 0.5 104.9 ▲ 0.9 108.4 4.0
８月 99.4 1.0 99.0 ▲ 2.8 108.4 6.8
９月 100.0 0.4 102.1 ▲ 2.6 111.0 6.4
10月 99.7 0.2 101.3 ▲ 4.2 109.7 5.5
11月 99.0 ▲ 1.1 102.3 ▲ 1.7 108.3 3.7
12月 99.0 ▲ 0.2 102.8 ▲ 1.2 106.6 2.6

　　 第４表 実 質 賃 金 指 数（事業所規模５人以上）
平成１７年＝１００

所 定 内 給 与 の 名 目 賃 金 指 数

製 造 業
平成１７年＝１００

（事業所規模５人以上）

年　 月
調査産業計 建 設 業

指　数 対前年(同月)比 指 数 対前年(同月)比 指 数 対前年(同月)比 指　数 対前年(同月)比

％ ％ ％ ％
平成 11 年 平均 102.1 1.5 87.9 0.0 98.5 1.8 88.6 1.5

12 102.4 0.3 91.6 4.2 100.3 1.8 90.6 2.3
13 101.0 ▲ 1.4 90.9 ▲ 0.8 99.2 ▲ 1.1 90.5 ▲ 0.1
14 102.2 1.2 93.3 2.6 101.3 2.1 95.7 5.7
15 104.5 2.3 94.9 1.7 103.2 1.9 97.1 1.5

16 103.1 ▲ 1.3 98.7 4.0 101.8 ▲ 1.4 98.9 1.9
17 100.0 ▲ 3.0 100.0 1.3 100.0 ▲ 1.8 100.0 1.1
18 99.6 ▲ 0.4 99.3 ▲ 0.7 98.9 ▲ 1.1 99.0 ▲ 1.0
19 99.4 ▲ 0.2 103.1 3.8 99.6 0.7 102.5 3.5
20 96.1 ▲ 3.3 103.2 0.1 97.4 ▲ 2.2 103.5 1.0

平成 20 年 １月 82.5 ▲ 2.1 85.8 1.7 96.4 ▲ 1.7 101.4 2.5
２月 82.4 ▲ 1.7 88.8 3.4 98.6 ▲ 1.7 105.3 3.2
３月 83.4 ▲ 1.2 89.0 4.2 98.7 ▲ 1.4 105.0 3.6
４月 83.1 ▲ 3.8 90.8 2.5 98.9 ▲ 3.3 106.4 1.6
５月 81.3 ▲ 2.5 87.6 2.7 96.8 ▲ 2.7 102.8 2.2
６月 126.0 ▲ 2.3 114.2 2.9 97.3 ▲ 4.0 103.4 ▲ 0.2

７月 113.6 ▲ 8.1 153.0 ▲ 2.2 98.1 ▲ 2.1 103.7 ▲ 0.1
８月 85.9 ▲ 2.4 93.4 3.5 96.2 ▲ 1.3 103.0 2.6
９月 82.2 ▲ 1.9 88.5 1.7 97.1 ▲ 1.7 105.0 1.5
10月 81.0 ▲ 2.4 87.4 ▲ 1.1 96.7 ▲ 2.0 103.7 0.8
11月 83.5 ▲ 2.0 91.6 ▲ 2.7 97.3 ▲ 2.4 103.0 ▲ 1.8
12月 168.1 ▲ 5.2 168.3 ▲ 6.5 96.9 ▲ 1.7 99.5 ▲ 4.1

きまって支給する給与
調査産業計 製 造 業調査産業計 製 造 業

現 金 給 与 総 額
年　 月
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